
鏡 石 町 財 政 公 表 
 

 鏡石町財政状況の作成及び公表に関する条例第３条第２項の規定により、公表いたし

ます。財政公表は、町民の皆様に納めていただいた町税等がどのように使われているかな

どを、毎年１１月にお知らせするものです。今回は、平成２０年度上半期（平成２０年４

月から平成２０年９月）の予算執行状況及び、平成１９年度決算についてお知らせします。 

 
  平成２０年１１月１日 
 

鏡石町長  木 賊 政 雄    
 

＜平成２０年度歳入歳出予算の状況＞ 
 
１ 一般会計                     （平成２０年９月３０日現在） 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 町 税 1,448,023 36.4 1 議 会 費 91,826 2.3

2 地 方 譲 与 税 92,000 2.3 2 総 務 費 502,283 12.6

3 利 子 割 交 付 金 3,000 0.1 3 民 生 費 893,506 22.5

4 配 当 割 交 付 金 1,000 0.0 4 衛 生 費 251,057 6.3

5 株式等譲渡所得割交付金 2,000 0.0 5 労 働 費 5,297 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 110,000 2.8 6 農 林 水 産 業 費 253,685 6.4

7 自動車取得税交付金 34,000 0.9 7 商 工 費 97,005 2.4

8 地 方 特 例 交 付 金 13,500 0.3 8 土 木 費 452,079 11.4

9 地 方 交 付 税 978,000 24.6 9 消 防 費 212,360 5.4

10 交通安全対策特別交付金 2,600 0.1 10 教 育 費 482,871 12.1

11 分 担 金 及 び 負 担 金 51,379 1.3 11 災 害 復 旧 費 4 0.0

12 使 用 料 及 び 手 数 料 38,493 1.0 12 公 債 費 710,903 17.9

13 国 庫 支 出 金 184,429 4.6 14 予 備 費 24,535 0.6

14 県 支 出 金 192,163 4.8

15 財 産 収 入 11,095 0.3

16 寄 附 金 1 0.0

17 繰 入 金 407,250 10.2

18 繰 越 金 58,605 1.5

19 諸 収 入 95,973 2.4

20 町 債 253,900 6.4

3,977,411 100.0 3,977,411 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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性質別歳出内訳 

予 算 額 構 成 比

1 人 件 費 862,700 21.7

2 物 件 費 639,516 16.1

3 維 持 補 修 費 20,775 0.5

4 扶 助 費 284,451 7.2

5 補 助 費 636,531 16.0

6 普 通 建 事 業 設 費 294,068 7.4

7 災 害 復 旧 費 4 0.0

8 公 債 費 710,903 17.9

9 積 立 金 33,012 0.8

10 投 資 及 び 出 資 金 1,400 0.0

11 貸 付 金 39,000 1.0

12 繰 出 金 430,516 10.8

13 予 備 費 24,535 0.6

3,977,411 100.0

（単位：千円、％）

科 目

合 計  
 
２ 特別会計 
 
（１） 国民健康保険特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 310,493 25.0 1 総 務 費 10,013 0.8

2 国 庫 支 出 金 332,279 26.7 2 保 険 給 付 費 754,061 60.6

3 療 養 給 付 費 交 付 金 42,917 3.4 3 後 期 高 齢 者 支 援 金 167,562 13.5

4 前 期 高 齢 者 交 付 金 203,666 16.4 4 前 期 高 齢 者 納 付 金 227 0.0

5 県 支 出 金 57,775 4.6 5 老 人 保 健 拠 出 金 32,511 2.6

6 共 同 事 業 交 付 金 126,875 10.2 6 介 護 納 付 金 73,165 5.9

7 財 産 収 入 810 0.1 7 共 同 事 業 拠 出 金 144,072 11.6

8 繰 入 金 109,137 8.8 8 保 健 事 業 費 29,489 2.4

9 繰 越 金 54,007 4.3 9 基 金 積 立 金 800 0.1

10 諸 収 入 6,047 0.5 10 諸 支 出 金 1,582 0.1

11 予 備 費 30,524 2.4

1,244,006 100.0 1,244,006 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（２） 老人保健特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 支 払 基 金 交 付 金 77,171 49.1 1 医 療 諸 費 136,997 87.2

2 国 庫 支 出 金 56,081 35.7 2 諸 支 出 金 20,127 12.8

3 県 支 出 金 12,492 8.0

4 繰 入 金 11,373 7.2

5 繰 越 金 4 0.0

6 諸 収 入 3 0.0

157,124 100.0 157,124 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 
 
（３） 後期高齢者医療特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 72,001 80.6 1 総 務 費 1,746 2.0

2 使 用 料 及 び 手 数 料 2 0.1 2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 86,500 96.9

3 繰 入 金 17,240 19.3 3 諸 支 出 金 1,003 1.1

4 繰 越 金 1 0.0 4 予 備 費 1 0.0

5 諸 収 入 6 0.0

89,250 100.0 89,250 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 
 
（４） 介護保険特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 保 険 料 110,780 17.9 1 総 務 費 9,368 1.5

2 分 担 金 及 び 負 担 金 945 0.2 2 保 険 給 付 費 558,394 90.1

3 国 庫 支 出 金 147,211 23.8 3 財政安定化基金拠出金 578 0.1

4 支 払 基 金 交 付 金 176,027 28.4 5 地 域 支 援 事 業 費 16,500 2.7

5 県 支 出 金 72,770 11.7 6 基 金 積 立 金 21,652 3.5

6 財 産 収 入 89 0.0 7 諸 支 出 金 10,409 1.7

7 繰 入 金 81,195 13.1 8 公 債 費 2,166 0.3

8 諸 収 入 7 0.0 9 予 備 費 387 0

9 繰 越 金 30,430 4.9

619,454 100.0 619,454 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

.1
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（５） 土地取得事業特別会計 
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.0

.2

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

2 繰 入 金 3,029 100.0 1 総 務 費 3,024 99.8

3 繰 越 金 1 0.0 3 諸 支 出 金 1 0

4 予 備 費 5 0

3,030 100.0 3,030 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（６） 工業団地事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 財 産 収 入 2 0.0 1 総 務 費 15,154 27.0

2 繰 入 金 1 0.0 2 事 業 費 39,915 71.1

3 諸 収 入 1 0.0 4 予 備 費 1,092 1.9

4 繰 越 金 1,775 3.2

5 使 用 料 及 び 手 数 料 54,382 96.8

56,161 100.0 56,161 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（７） 鏡石駅東第 1 土地区画整理事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 繰 入 金 35,498 54.8 1 事 業 費 51,394 79.3

2 繰 越 金 1 0.0 2 公 債 費 12,638 19.5

3 国 庫 支 出 金 16,500 25.4 3 諸 支 出 金 1 0.0

4 諸 収 入 1 0.0 4 予 備 費 767 1

5 町 債 12,800 19.8

64,800 100.0 64,800 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

.2

 
 
 



（８） 公共下水道事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 9,722 2.0 1 総 務 費 65,824 13.8

2 使 用 料 及 び 手 数 料 111,251 23.4 2 事 業 費 101,465 21.3

3 国 庫 支 出 金 15,000 3.1 3 公 債 費 300,905 63.1

4 県 支 出 金 600 0.1 4 諸 支 出 金 7,203 1.5

5 繰 入 金 170,146 35.7 5 予 備 費 1,426 0.3

6 繰 越 金 7,202 1.5

7 諸 収 入 2 0.0

8 町 債 162,900 34.2

476,823 100.0 476,823 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（９） 農業集落排水事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 11 0.0 1 総 務 費 22,189 34.0

2 使 用 料 及 び 手 数 料 8,060 12.3 3 公 債 費 40,902 62.5

4 繰 入 金 47,578 72.8 4 諸 支 出 金 1,844 2.8

5 繰 越 金 1,843 2.8 5 予 備 費 457 0.7

7 町 債 7,900 12.1

65,392 100.0 65,392 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（１０） 育英資金貸付費特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 繰 入 金 992 8.8 1 育 英 資 金 貸 付 金 11,280 99.9

2 財 産 収 入 8 0.1 2 基 金 積 立 金 9 0.1

3 諸 収 入 10,288 91.1 3 諸 支 出 金 1 0.0

4 寄 附 金 1 0.0

5 繰 越 金 1 0.0

11,290 100.0 11,290 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（１１） 上水道事業会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 営 業 収 益 217,216 96.0 1 営 業 費 用 184,832 81.7

2 営 業 外 収 益 9,076 4.0 2 営 業 外 費 用 39,315 17.4

3 特 別 利 益 1 0.0 3 特 別 損 失 100 0.0

4 予 備 費 2,046 0.9

226,293 100.0 226,293 100.0

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 企 業 債 14,000 72.7 1 建 設 改 良 費 64,895 53.0

2 国 庫 補 助 金 5,250 27.3 2 企 業 債 償 還 金 57,480 47.0

19,250 100.0 122,375 100.0歳 入 合 計 歳 出 合 計

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

科 目 科 目

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１０３,１２５千円は、過年度分損益勘定留保

資金７５,２２５千円、建設改良積立金２５,０００千円及び当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額２,９００千円で補填するものとする。 
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＜平成１９年度各会計決算の状況＞ 

 
１ 一般会計のあらまし 
 
 我が国経済は、各種経済指標が示すとおり、国内民間需要中心の経済成長を続けている

ものの、景気回復の程度に地域・産業・企業規模でばらつきがみられ、国の財政は、国・

地方を合わせた長期債務残高が先進国中最悪の水準にあるなど極めて厳しい状況にある。 

 これらを踏まえ国においては、平成１９年度の地方財政について「経済財政運営と構造

改革に関する方針２００６」に沿って、地方公共団体の自助努力を促すことにより地方歳

出の削減に取り組むこととし、特に、地方公務員人件費や地方単独事業等の徹底した見直

しによって、地方歳出の抑制を図っている。 

 平成１９年度地方財政計画においては、安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の

確保をしたとしているが、対前年同等にとどまり、税源移譲による地方税収の増があって

もなお財源の確保、特に一般財源の確保が大きな課題となっている。 

 このような財政環境の中で、国・県の動向を見ながら、第二次行財政改革大綱に基づき

経費全般について可能な限り節減合理化に努め、限られた財源の計画的、重点的配分と経

費支出の効率的配分に徹し、第４次総合計画を基本とした「共に生き 共につくる 牧場

の朝のまち 鏡石」の創造に向けた各般の施策を展開してきた。特に、都市基盤・生活環

境の整備、住民生活の充実、産業・教育文化の振興、行財政運営の健全化を基軸として各

種事業を行ない、一般会計の決算額では歳入４,１０５,５２６千円（前年比５.８％減）、歳

出４,０４６,３６６千円（前年比５.０％減）となり、最終的には平成１９年度の一般会計の

決算において形式収支で５９,１６０千円、繰越財源を差引いた実質収支では５８,６０５千

円の黒字決算となった。 

 また、平成１９年度は起債の償還額がピークを迎え、普通会計で７５８,８１９千円（対

前年度１.５％増）となり歳出決算額の１８.６％を占めた。年度末における普通会計の起債

残高は６,０５５,７４４千円（対前年３３４，７７７千円減）となり、償還額・残高伴に年々

減少しているものの、この起債に対する償還が今後も財政を圧迫し続けることは避けられ

ず、さらに計画的な財政運営を迫られている。 

平成１９年度の上水道会計を除く全会計の総決算では、７,６６１,３２７千円（前年比４.

１％減）の歳入に対して、７,５０５,０７１千円（前年比３.５％減）の歳出となり、実質収

支で１５５,７０１千円（前年比２５.６％減）の剰余金を生じ、次年度繰越を行うこととな

った。 



財政規模の推移 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

歳 入 4,139,787 4,702,352 4,186,292 4,360,517 4,105,526

歳 出 4,035,775 4,615,948 4,079,106 4,260,326 4,046,366

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

一般会計歳入歳出決算額

歳入 歳出

決算額
（単位：千円）

 
（１） 決算の状況 
＜町民一人当たりの納めたお金と使ったお金＞ 
※ 町民一人当たりの金額は２０年３月末現在住基人口（１２,９４７人）で算出 
 
① 町民一人当たりの納めたお金 

固 定 資 産 税 町 民 税 軽 自 動 車 税 町 た ば こ 税 特別土地保有税 入 湯 税 合 計

（法人税含む）

66,103 45,749 1,743 6,633 0 5 120,233

（単位：円）

 
② 町民一人当たりに使ったお金 

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農 林 水 産 業 費 商 工

6,906 43,595 68,922 19,431 387 19,788 6,457

土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧 費 公 債 費 合 計

37,113 15,547 36,715 0 57,672 312,533

（単位：円）

費
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③ 歳入歳出 

決 算 額 構 成 比 前 年 比 決 算 額 前 年 比

1 町 税 1,556,658 37.9 6.1 1,467,044 5.0

2 繰 入 金 151,335 3.7 15.5 131,047 △ 24.5

3 分 担 金 及 び 負 担 金 48,060 1.2 △ 18.0 58,645 △ 35.0

4 使 用 料 及 び 手 数 料 42,348 1.0 △ 33.2 63,401 △ 4.9

5 財 産 収 入 49,292 1.2 992.2 4,513 21.8

6 繰 越 金 100,191 2.4 △ 6.5 107,186 24.1

7 寄 附 金 0 0.0 - 0 皆減

8 諸 収 入 115,477 2.8 8.0 106,894 △ 31.2

2,063,361 50.3 6.4 1,938,730 △ 1.8

9 地 方 譲 与 税 104,438 2.5 △ 46.2 194,093 30.3

10 利 子 割 交 付 金 5,130 0.1 31.6 3,899 △ 32.9

11 配 当 割 交 付 金 3,888 0.1 27.7 3,044 61.5

12 株式等譲渡所得割交付金 1,787 0.0 △ 16.3 2,134 △ 13.1

13 地 方 消 費 税 交 付 金 111,763 2.7 1.3 110,323 0.4

14 自 動 車 取 得 税 交 付 金 35,515 0.9 △ 5.9 37,732 1.5

15 地 方 特 例 交 付 金 9,826 0.2 △ 67.8 30,530 △ 15.3

16 地 方 交 付 税 1,058,317 25.8 △ 5.0 1,113,498 △ 5.3

17 交通安全対策特別交付金 2,755 0.1 △ 10.8 3,089 8.7

18 国 庫 支 出 金 232,828 5.7 △ 8.0 253,161 54.9

19 県 支 出 金 196,118 4.8 5.7 185,584 16.9

20 地 方 債 279,800 6.8 △ 42.3 484,700 30.9

4,105,526 100.0 △ 5.8 4,360,517 4.2

決 算 額 構 成 比 前 年 比 決 算 額 前 年 比

1 議 会 費 89,409 2.2 0.7 88,773 0.0

2 総 務 費 564,424 13.9 0.1 563,959 △ 12.9

3 民 生 費 892,333 22.1 17.5 759,395 1.2

4 衛 生 費 251,574 6.2 △ 3.0 259,413 2.1

5 労 働 費 5,012 0.1 △ 61.9 13,164 131.4

6 農 林 水 産 業 費 256,203 6.3 1.2 253,199 △ 18.9

7 商 工 費 83,603 2.1 △ 3.6 86,708 △ 8.0

8 土 木 費 480,497 11.9 7.2 448,151 △ 1.2

9 消 防 費 201,289 5.0 1.3 198,621 1.9

10 教 育 費 475,347 11.7 △ 42.8 831,397 53.6

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 - 18,936 皆増

12 公 債 費 746,675 18.5 1.1 738,610 0.3

4,046,366 100.0 △ 5.0 4,260,326 4.4

　　区　分

歳 出 合 計

＜歳出＞ （単位：千円、％）

年　度　　 平 成 １ ９ 年 度 平 成 １ ８ 年 度

（単位：千円、％）＜歳入＞

自 主 財 源 小 計

歳 入 合 計

平 成 １ ９ 年 度 平 成 １ ８ 年 度

　　区　分

年　度　　
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（２） 町税の税目別状況 

平 成 １ ９ 年 度 平 成 １ ８ 年 度

決 算 額 決 算 額 増 減 額 伸 び 率

1 町 民 税 592,315 515,081 77,234 15.0

個 人 457,491 351,966 105,525 30.0

法 人 134,824 163,115 △ 28,291 △ 17.3

2 固 定 資 産 税 855,832 841,883 13,949 1.7

3 軽 自 動 車 税 22,569 21,294 1,275 6.0

4 町 た ば こ 税 85,872 88,712 △ 2,840 △ 3.2

5 入 湯 税 70 74 △ 4 △ 5.4

1,556,658 1,467,044 89,614 6.1

内
訳

合 計

比 較

（単位：千円、％）

　　区分

年度　　

 
 
（３） 債務負担行為の状況 

平成１８年度末 平成１９年度末

現 在 高 現 在 高

一 般 会 計 843,404 809,304

特 別 会 計 1,187,865 1,132,775

合 計 2,031,269 1,942,079

特別会計は公共下水道事業、農業集落排
水事業、工業団地事業、鏡石駅東第１土
地区画整理事業特別会計の４会計
（単位：千円）

 

 
（４） 平成１８年度末町債残高 
① 普通会計 

（単位：千円）

平成１８年度末 平成１９年度末

現 在 高 発 行 額 元 金 償 還 額 現 在 高

4,698,100 115,300 528,482 4,284,918

（１）総 務 債 165,638 16,402 149,236

（２）民 生 債 44,932 17,061 27,871

（３）衛 生 債 0 0

（４）労 働 債 3,900 478 3,422

（５）農 林 水 産 業 債 847,773 37,600 93,185 792,188

（６）商 工 債 1,230 1,230 0

（７）土 木 債 2,776,193 68,200 303,448 2,540,945

（８）消 防 債 64,086 9,674 54,412

（９）教 育 債 794,348 9,500 87,004 716,844

49,796 0 11,206 38,590

（１）農 林 水 産 施 設 5,191 1,906 3,285

（２）公 共 土 木 施 設 44,605 9,300 35,305

1,642,625 171,200 81,589 1,732,236

（１）県 振 興 基 金 7,628 6,881 747

（２）減 税 補 て ん 債 等 430,811 39,337 391,474

（３）財 政 対 策 債 1,204,186 171,200 35,371 1,340,015

6,390,521 286,500 621,277 6,055,744

平 成 １ ９ 年 度 異 動

1 普 通 債

2 災 害 復 旧 債

3 そ の 他

合 計  
② 特別会計 

（単位：千円）

平 成 １ ８ 年 度
末 現 在 高

平 成 １ ９ 年 度
末 現 在 高

3,886,831 3,865,306

550,298 535,646

1,086,135 1,060,717

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

上 水 道 事 業 会 計  
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２ 特別会計のあらまし 
 
（１） 国民健康保険特別会計 
国民健康保険は、病気やけがをしたときに、安心して医療を受けることができるよう、

加入者全員で支えあう相互扶助制度である。 
 平成１９年度の保険給付費は、７６０，８９４千円で、国保加入者の高齢化に伴い前年

比３０，０６６千円の増加となった。一方で、低所得者層を多く抱える制度の構造上、国

保税収入は伸び悩んでおり、国保財政は年々厳しくなっている。 
 こうした状況の中で、収納率向上特別対策事業や医療費適正化事業、保健事業等の実施

により、歳入の確保と歳出の抑制に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 411,296 31.4 1 総 務 費 10,708 0.9

3 国 庫 支 出 金 382,665 29.2 2 保 険 給 付 費 760,894 60.5

4 療 養 給 付 費 交 付 金 175,626 13.4 3 老 人 保 健 拠 出 金 232,189 18.5

5 県 支 出 金 77,372 5.9 4 介 護 納 付 金 83,596 6.6

6 共 同 事 業 交 付 金 125,595 9.6 5 共 同 事 業 拠 出 金 148,851 11.8

7 財 産 収 入 391 0.0 6 保 健 事 業 費 10,862 0.9

8 繰 入 金 78,995 6.0 7 基 金 積 立 金 380 0.0

9 繰 越 金 57,505 4.4 8 諸 支 出 金 9,609 0.8

10 諸 収 入 1,651 0.1 9 予 備 費 0 0.0

1,311,096 100.0 1,257,089 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
歳入歳出差引き残額   ５４,００７千円は次年度へ繰越 

 
（２） 老人保健特別会計 
 平成１９年度の老人保健にかかる医療費等の給付状況は、９６８，１７２千円であり、

前年度に比べて３，８７１千円の減額であった。 

 しかし、国及び県の１人当たりの老人医療費は、年々増大しており、今後も高齢者人口

の増加が予想され、又医療技術の高度化等により、医療費は増加するものと考えられる。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 支 払 基 金 交 付 金 497,882 50.9 1 医 療 諸 費 968,172 98.9

2 国 庫 支 出 金 305,109 31.2 2 諸 支 出 金 10,314 1.1

3 県 支 出 金 77,153 7.9

4 繰 入 金 98,341 10.0

5 繰 越 金 5 0.0

6 諸 収 入 0 0.0

978,490 100.0 978,486 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 

 歳入歳出差引き残額   ４千円は次年度へ繰越 
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（３） 介護保険特別会計 
 第１期（平成１２年度～平成１４年度）及び第２期（平成１５年度～平成１７年度）事

業実施状況を踏まえ、平成１８年度からの第３期介護保険事業計画に基づき、事業運営を

行った。 
 町の要介護認定者は、平成２０年３月末現在３６４名であり、要介護認定者数、介護サ

ービスの利用者数も年々増加している中、更なる介護サービスの充実を図るとともに、地

域支援事業として、高齢者の相談窓口「地域包括支援センター」（通称：あんしんかん）の

運営や介護予防事業の充実に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 保 険 料 113,741 19.8 1 総 務 費 8,767 1.6

2 分 担 金 及 び 負 担 金 936 0.2 2 保 険 給 付 費 479,044 88.0

3 国 庫 支 出 金 119,769 20.8 3 財政安定化基金拠出金 577 0.1

4 支 払 基 金 交 付 金 149,089 25.9 5 地 域 支 援 事 業 費 9,985 1.8

5 県 支 出 金 72,937 12.7 6 基 金 積 立 金 19,069 3.5

6 財 産 収 入 10 0.0 7 諸 支 出 金 24,985 4.6

7 繰 入 金 75,404 13.1 8 公 債 費 2,166 0.4

8 諸 収 入 0 0.0 9 予 備 費 0 0.0

9 繰 越 金 43,138 7.5

575,024 100.0 544,593 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 
 歳入歳出差引き残額   ３０,４３１千円は次年度へ繰越 
 
（４） 土地取得事業特別会計 

 鏡石駅東第１土地区画整理事業区域内における先行取得用地の管理及び土地開発基金へ

の積立を行った。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

2 繰 入 金 3,039 92.5 1 総 務 費 3,022 92.5

3 繰 越 金 245 7.5 3 諸 支 出 金 245 7.5

4 予 備 費 0 0.0

3,284 100.0 3,267 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 歳入歳出差引き残額   １７千円は次年度へ繰越 
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（５） 工業団地事業特別会計 

 工業団地の分譲は前年度で全て終了したため、土地使用料の確保及び未利用地の企業誘

致ＰＲと工業団地施設の維持管理に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 財 産 収 入 19,961 24.8 1 総 務 費 38,445 48.8

2 繰 入 金 0 0.0 2 事 業 費 40,329 51.2

3 諸 収 入 0 0.0 4 予 備 費 0 0.0

4 繰 越 金 4,999 6.2

5 使 用 料 及 び 手 数 料 55,589 69.0

80,549 100.0 78,774 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

 歳入歳出差引き残額   １,７７５千円は次年度へ繰越 
 
（６） 鏡石駅東第１土地区画整理事業特別会計 

鏡石駅東第１土地区画整理事業は、前年度の事業内容見直し業務により仮換地設計、実

施設計変更等業務委託および都市計画変更及び事業計画変更の検討を進めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 繰 入 金 41,868 64.3 1 事 業 費 51,603 80.9

2 繰 越 金 56 0.1 2 公 債 費 12,144 19.0

3 国 庫 支 出 金 16,500 25.3 3 諸 支 出 金 57 0.1

4 諸 収 入 0 0.0 4 予 備 費 0 0.0

5 町 債 6,700 10.3

65,124 100.0 63,804 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

 歳入歳出差引き残額   １,３２０千円は次年度へ繰越 
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（７） 公共下水道事業特別会計 
阿武隈川上流流域下水道との整合性を図り、計画的な汚水の面整備を行った。 

また、水洗化促進など接続率の普及向上に努めた。 
なお、当該年度末の実績は、認可区域４０１．７ｈa のうち整備済面積は２３３．７ｈa

で整備率は、５８．２％、水洗化率は８３．４％となった。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 13,653 2.9 1 総 務 費 55,907 12.1

2 使 用 料 及 び 手 数 料 104,743 22.4 2 事 業 費 131,385 28.6

3 国 庫 支 出 金 35,000 7.5 3 公 債 費 267,920 58.2

4 県 支 出 金 1,400 0.3 4 諸 支 出 金 4,968 1.1

5 繰 入 金 170,634 36.5 5 予 備 費 0 0.0

6 繰 越 金 4,968 1.1

7 諸 収 入 85 0.0

8 町 債 136,900 29.3

467,383 100.0 460,180 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 歳入歳出差引き残額   ７,２０３千円は次年度へ繰越 
 
（８） 農業集落排水事業特別会計 

成田・深内地区の処理場施設で保守点検、維持管理に努め、放流水の水質保全、水環境

の創出効果向上に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 136 0.2 1 総 務 費 19,335 31.3

2 使 用 料 及 び 手 数 料 8,282 13.0 3 公 債 費 41,450 67.0

4 繰 入 金 44,710 70.3 4 諸 支 出 金 1,045 1.7

5 繰 越 金 1,045 1.6 5 予 備 費 0 0.0

7 町 債 9,500 14.9

63,673 100.0 61,830 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

 歳入歳出差引き残額   １,８４３千円は次年度へ繰越 
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（９） 育英資金貸付費特別会計 
  平成１９年度貸付決定者は５名で、継続者と併せて２５名に９，３６０千円を貸与し

た。 
  なお、平成１９年度末における返済中の者は４５名となっている。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 繰 入 金 0 0.0 1 育 英 資 金 貸 付 金 9,360 87.6

2 財 産 収 入 2 0.0 2 基 金 積 立 金 1,322 12.4

3 諸 収 入 10,332 92.4 3 諸 支 出 金 0 0.0

4 寄 附 金 320 2.9

5 繰 越 金 524 4.7

11,178 100.0 10,682 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

 歳入歳出差引き残額   ４９６千円は次年度へ繰越 
 
（１０） 上水道事業会計 

 平成１９年度末における給水人口は１１，６１２人で前年度に比べて８２人の減少、給

水契約（使用メーター数）は４，１８１件で前年度に比べて４９件の増加であった。 

年間給水量は１，３８８，６０４㎥で前年度に比べて７，３７３㎥の減少となり、１日

平均給水量は３，７９４㎥、１日最大給水量は４，４８６㎥であった。 

有収率は８５．４８％で前年度に比べて１．４％の増加であった。 

 建設改良関係では、石綿セメント管更新事業として配水管布設替工事３件、舗装本復旧

工事３件及び高久田地内配水管布設工事を施工した。 

 浄水場及び水源設備の維持管理として中央監視盤装置更新工事、計装・電気・機械の保

守点検及び機器修繕、漏水調査、末端給水栓残留塩素測定を含めた水質検査を行い、安全

で安心な水の安定供給に努めた。 

 経営面では水道事業収益及び費用について、それぞれ２３０，０４８，０００円を見込

んでいたところ、収入決算額は２３０，６７０，３００円で６２２，３００円の増額とな

った。支出決算額は節減に努め２０７，３３０，３５６円となり、不用額は２２，７１７，

６４４円で当年度決算において、２３，３３９，９４４円の黒字となった。 

 １㎥当たりの供給単価は１６７．２６円、給水原価は１６４．４４円となり、供給単価が

２．８２円上回った。 

 健全な事業の維持を図るため、技術研修等に積極的に参加し、職員の資質の向上に努め

た。 

本町が参加している県中地域水道用水供給事業において事業中止の方針が決められ、その

代替案作成を行った。 
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.0

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 営 業 収 益 222,176 96.3 1 営 業 費 用 165,761 80.0

2 営 業 外 収 益 8,494 3.7 2 営 業 外 費 用 41,569 20.0

3 特 別 利 益 0 0.0 3 特 別 損 失 0 0.0

4 予 備 費 0 0

230,670 100.0 207,330 100.0

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 企 業 債 29,000 73.9 1 建 設 改 良 費 81,727 60.0

2 出 資 金 0 0.0 2 企 業 債 償 還 金 54,418 40.0

3 国 庫 補 助 金 10,250 26.1

39,250 100.0 136,145 100.0

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 合 計 歳 出 合 計

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

（単位：千円、％）

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

科 目 科 目

 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額９６,８９５千円は、過年度分損益勘定留保資 
金６６,４２７千円、建設改良積立金２７,０００千円及び当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額３,４６８千円で補填した。 
 
３ 基  金 

80,210

合 計 1,593,010 8,228 1,601,238 1,603,132

牧場の朝スポーツ文化
振 興 基 金 80,045 165 80,210

22,917

工 業 団 地 事 業 基 金 58,225 27,386 85,611 85,874

介 護 給 付 費 基 金 3,848 19,069 22,917

173,000

新 都 市 整 備 事 業 基 金 20,072 61 20,133 20,133

福 祉 基 金 173,000 0 173,000

3,000
長 寿 社 会 福 祉 施 設
整 備 基 金 12,503 △ 10,000 2,503 2,553

国 民 健 康 保 険
高 額 医 療 費 貸 付 基 金 3,000 0 3,000

5,879

減 債 基 金 69,941 232 70,173 70,173

育 英 資 金 基 金 2,326 3,545 5,871

677,506

土 地 開 発 基 金 0 3,000 3,000 3,000

役場庁舎新築事業基金 645,146 31,239 676,385

269,344

国 民 健 康 保 険 基 金 189,162 381 189,543 189,543

財 政 調 整 基 金 335,742 △ 66,850 268,892

（単位：千円）

区 分
平成１８年度末 平成１９年度中 平成１９年度末 備 考

現 在 高 増 減 高 現 在 高 平成20年5月31日

 

 
備考については平成１９年度出納閉鎖時点（平成２０年５月３１日）での基金残高 



鏡石町の給与・定員管理等について 

 
１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 
区 分 住民基本台帳人口 

（19 年度末） 
歳出額 

Ａ

実質収支 人件費 
Ｂ

人件費率 
Ｂ／Ａ 

（参考） 
18 年度の人件費率

１９年度 
人 

12,947 
千円

4,077,581 
千円

60,438 
千円

836,740 
％ 

20.5 
％

19.7 
 
 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給  与  費 区 分 職員数 
Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ

一人当たり

給与費 B/A 
  

 

１９年度 
人 

98 
千円 

389,158 
千円

49,734 
千円

157,056 
千円

595,948 
千円 

6,081 
 
  

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
２ 職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。 

 
 
（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

（H14）
98.1

（H14）
95.9

（H14）
96.0

（H19）
95.8

（H19）
93.6

（H19）
93.9

90

95

100

105

鏡石町 類似団体平均 全国町村平均

 
（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

である。 
２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

ある。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在） 
①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

鏡石町 42.2 歳 328,934 円 373,226 円 361,440 円

国 41.1 歳 325,113 円 － 387,506 円

 
②技能労務職 

公 務 員 民  間 参考

区 分 
平均年齢 職員数 平均給料月額

平均給与月額

(A) 
平均給与月額

(国ベース)

対応する
民 間 の
類似職種

平均年齢 
平均給与月額

(B) 
A／B

鏡石町 51.6 歳 8 人 302,688円 305,688円 305,688円 － － － － 
うち給食調理員 50.9 歳 7 人 302,400円 305,471円 305,471円 調理士 43.4 歳 255,300円 1.20

 
う ち 用 務 員 52.0 歳 1 人 304,700円 307,200円 307,200円 用務員 53.9 歳 225,900円 1.36

国 48.9 歳 4,784 人 284,679円 － 320,623円 － － － － 
 

参 考 
年収ベース(試算値)の比較 区 分 

公務員(C) 民間(D) C／D 
鏡石町 5,028,458 円 － － 

うち給食調理員 5,028,643 円 3,475,300 円 1.45 
 

う ち 用 務 員 5,027,079 円 3,227,400 円 1.56 
※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成 17 年～19 年の 3 ヶ年平均） 
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもので

はない。 
※年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれの平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては、

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 
 

③教育職（幼稚園） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国ベース) 
鏡石町 40.8 歳 305,200 円 327,416 円 324,226 円

 
（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などすべて

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手

当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 
 

（２）職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在） 
区  分 鏡石町 国 

大学卒 174,300 円 172,200 円
一般行政職 

高校卒 141,900 円 140,100 円

技能労務職 高校卒 137,200 円 － 
 
（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在） 

区  分 経験年数 10～15 年 経験年数 15～20 年 経験年数 20～25 年 
大学卒 285,692 円 329,800 円 376,100 円 

一般行政職 
高校卒 250,025 円 301,600 円 359,650 円 

技能労務職 高校卒 － 243,500 円 － 
 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在） 
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１級 主事 2 人 3.0％
２級 副主査 9 人 13.4％
３級 主査 28 人 41.8％
４級 グループ長 19 人 28.4％
５級 課長 5 人 7.5％
６級 参事 4 人 6.0％

（注）１ 鏡石町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

2級

13.4%

2級

15.9%

2級

19.4%

3級

41.8%

3級

34.8%

3級

19.4%

4級

28.4%

4級

27.5%

4級

11.1%

5級

7.5%

5級

8.7%
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19.4%

6級

19.4%

7級

6.9%

1級

3.0%

1級

10.1%
1級

0.0%

6級

2.9%

6級
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40%
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100%

平成20年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

 
（注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞ

れ統合） 
 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 
 
１．勤務成績の評定の実施状況 

地方公務員法第 40 条に基づき、毎年 10 月 1 日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施して

いる。 
なお、平成 18 年 10 月から管理職を対象とした能力・業績に基づく人事評価を実施している。 

 
２．昇給への勤務成績の反映状況 

管理職については、能力と業績の両要素を総合的に 5 段階（A～E）の絶対評価を実施した。 
なお、管理職以外の職員 78 名については、人事評価が未実施である。 
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４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 
鏡石町 国 

１人当たり平均支給額（１９年度） 
1,623 千円 

－ 

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） 
期末手当 
2.95  月分 

（1.60）月分 

勤勉手当 
1.50 月分 

（0.75）月分 

期末手当 
3.0 月分 

（1.6）月分 

勤勉手当 
1.50 月分 

（0.75）月分 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

加算措置 
・役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

加算措置 
・役職加算 5～20％ 
・管理職加算 10～25％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 
 
（２）退職手当（平成２０年４月１日現在） 

鏡石町 国 
（支給率） 
勤続 20 年 
勤続 25 年 
勤続 35 年 
最高限度額 

自己都合 
23.5 月分 
33.5 月分 
47.5 月分 
59.28 月分 

勧奨・定年 
30.55 月分 
41.34 月分 
59.28 月分 
59.28 月分 

（支給率） 
勤続 20 年 
勤続 25 年 
勤続 35 年 
最高限度額 

自己都合 
23.5 月分 
33.5 月分 
47.5 月分 
59.28 月分 

勧奨・定年 
30.55 月分 
41.34 月分 
59.28 月分 
59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2％～

20％加算） 
1 人当たり平均支給額 22,392 千円 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2％～

20％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額である。 
 
（３）地域手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（１９年度決算） － 
支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） － 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 
－ － － － 

 
（４）特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（１９年度決算） － 
支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） － 
職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） － 
手当の種類（手当数） － 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
－ － － － 

 
（５）時間外勤務手当 

支給実績（１９年度決算） 14,881 千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 191 千円

支給実績（１８年度決算） 12,125 千円

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 148 千円
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（６）その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同
国の制度と異なる内容 

支給実績 
（19 年度決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額 
（19 年度決算） 

扶養手当 配偶者        13,000円

配偶者以外       6,500 円

1 人（配偶者なし）  11,000 円

特定期間（満 16 歳年度初めから満

22 歳年度末）の子の加算 5,000 円

同じ 

－ 

14,015 千円 259,530 円

住居手当 (借家等職員) 
家賃月額が 20,500 円以下 
･月額－9,500 円を支給 
家賃月額が 20,501 円以上 
･月額－20,500 円÷2+11,000 円を

支給 
(上限額 27,000 円) 
(自宅等職員) 
新築､購入後 5 年間 3,500 円 
上記以降 2,500 円 

一部異

なる 
(借家等職員) 
家賃月額が 23,000 円以下 
･月額－12,000 円 
家賃月額が 23,001 円以上 
･月額－23,000 円÷2+11,000 円

(上限額 27,000 円) 
(自宅等職員) 
新築､購入後 5 年間 2,500 円 
上記以降なし 

5,926 千円 123,454 円

通勤手当 (交通機関利用者) 
運賃等相当額が 58,000 円以下 
･運賃等相当額を支給 
運賃等相当額が 58,001 円以上 
･相当額－58,000 円÷2+58,000 円

を支給 
(上限額なし) 
(自動車等利用者) 
2 ㎞～80 ㎞ 2,500 円～48,400 円 
(上限額 48,400 円) 

一部異

なる 
(交通機関利用者) 
運賃等相当額が 55,000 円以下 
･運賃等相当額を支給 
運賃等相当額が 55,001 円以上 
･一律 55,000 円支給 
 
(自動車等利用者) 
2 ㎞～60 ㎞ 2,000 円～24,500 円

(上限額 24,500 円) 

3,666 千円 69,170 円

管理職 
手 当 

支給額 
・課長×7％ 
・主幹×6％ 

 国：俸給の特別調整額として支

給 
9,007 千円 321,671 円
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５ 特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在） 

区  分 給 料 月 額 等 

給
料 

町 長 
副町長 

738,900 円 
591,300 円 

報
酬 

議 長 
副議長 
議 員 

296,100 円 
243,900 円 
225,900 円 

町 長 
副町長 

（１９年度支給割合） 
3.35 月分 期

末
手
当 

議 長 
副議長 
議 員 

（１９年度支給割合） 
3.35 月分 

 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期） 

町 長 
副町長 

738,900×在職月数×0.48 
591,300×在職月数×0.29 

1,702 万円 
823 万円 

任期毎 
任期毎 

退
職
手
当 

備 考  
（注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤

めた場合における退職手当の見込額である。 
 
 
６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 
（各年４月１日現在） 

職 員 数 区 分 
部 門 平成 20 年 平成 19 年

対前年 
増減数 

主な増減理由 

議 会 2 2   
総 務 17 19 △2 退職不補充による減 
税 務 6 7 △1 退職不補充による減 
農 水 7 7   
商 工 1 1   
土 木 9 9   
民 生 16 17 △1 法令等の制度改正による減 
衛 生 6 7 △1 退職不補充による減 

一
般
行
政
部
門 

計 64 69 △5 
＜参考＞ 
人口 1,000 人当たり職員数   4.9 人 

教 育 部 門 22 24 △2 配置換えによる減 

普
通
会
計
部
門 

小   計 86 93 △7 
＜参考＞ 
人口 1,000 人当たり職員数   6.6 人 

水 道 部 門 4 4   
下水道部門 4 4   
その他部門 8 6 2 法令等の制度改正による増 

 

会
計
部
門

公
営
企
業
等 小   計 16 14 2  

合   計 
102 

［123］ 
107 

［123］
△5 

［－］

＜参考＞ 
人口 1,000 人当たり職員数   7.9 人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長含む。） 
２ ［ ］内は、条例定数の合計である。 

 
 
 
 
 



（２）年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在） 
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構成比

５年前の構成比

 
20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳

 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～  区 分 

未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上

計 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
職員数 

0 0 5 10 26 10 7 7 14 9 14 0 102
 
 
（３）定員管理の数値目標及び進歩状況 

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 
平成１７年４月１日 

職員数 
平成２２年４月１日

職員数 
純減数 純減率 

人 
106 

人

98 
人

8 
％ 

92.5 
 

（参考）鏡石町第２次行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率） 
計画期間 

始 期 終 期 
数値目標 

平成 18 年 4 月 1 日 平成 23 年 3 月 31 日 8 人の純減 
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 
（各年４月１日現在） 

区分 
部門 

17 年 
計画始期

18 年 
1 年目

19 年 
2 年目

20 年 
3 年目

18 年～20 年 
計 

（参考）

数値目標

職員数 68 70 69 64 － 61一般行政 
増 減 2 △1 △5 △4（  57％） △7
職員数 38 38 37 37 － 37特別行政 

公営企業等 増 減 0 △1 0 △1（ 100％） △1
職員数 106 108 106 101 － 98計 
増 減 2 △2 △5 △5（  63％） △8

（注）１ 計画期間は、17 年～22 年の 5 年間である。 
２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 
３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年ま

での職員増減数の累計を示す。 
 

なお、この財政公表は、鏡石町のホームページ（http://www.town.kagamiishi.fukushima.jp/）
でもご覧いただけます。また、本書を希望される方は、鏡石町総務課までお越しください。 

 


